
意見書案第１０号 

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律の改正等を

求める意見書 

 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止法）

は、平成２４年１０月１日の施行から９年を迎え、この間、障害者虐待の防止に関する国

民の理解は着実に進み、障害者虐待の相談・通報件数は増加傾向にある。 

あさらに国は、同法の障害者福祉施設従事者等による虐待防止等のための措置規定等によ

り、虐待を未然に防止するための体制整備を進めるとともに、令和４年４月には障害者福

祉施設や事業所等における従業者への研修実施や虐待防止委員会の設置などを義務化する

方針を示すなど、障害者虐待防止を推進している。 

あ一方で、昨年発覚した神戸市内精神科病院における卑劣な虐待事件を始め、医療機関等

においては看過することができない痛ましい障害者虐待事件が発生しており、その一因と

して、医療従事者による障害者虐待が通報の対象から除外されていることが指摘されてお

り、厚生労働省が令和２年に４７都道府県と２０政令指定都市を対象に実施した調査では、

精神科病院で医療従事者による虐待が疑われる事例が平成２７年度から令和元年度までの

間に７２件あったとされているが、実際にはもっと多くの件数であったと考えられている。 

あしかしながら、多くの従事者は限られた体制の中で精一杯の対応をとっており、様々な

状況が想定される医療現場等において、同法に基づく対応は、医療機関等の特性を考慮し

た上で実施されなければならない。 

あよって、国におかれては、障害者虐待防止の更なる推進を図るため、次の事項について

特段の措置を講ぜられるよう強く要望する。 

あ１ 障害者虐待防止法に規定する虐待発見時の市町村への通報義務の対象に、医療機関

ああ等における障害者虐待を加えるとともに、通報者に関する保護を規定すること。 

あ２ 通報を受けた場合の対応について、市町村等の公平かつ公正な判断による調査が実

ああ施されるよう、健全な調査体制の構築を支援すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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